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実証事業プランの作成 

1.4.1 実証事業プラン①（姶良市／避難所VPP） 
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実証事業プラン①（姶良市／避難所VPP） 
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実証事業プラン①（姶良市／避難所VPP） 
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実証事業プラン①（姶良市／避難所VPP） 
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実証事業プラン①（姶良市／避難所VPP） 
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実証事業プラン①（姶良市／避難所VPP） 
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実証事業プラン①（姶良市／避難所VPP） 
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実証事業プラン①（姶良市／避難所VPP） 
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実証事業プラン①（姶良市／避難所VPP） 
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実証事業プラン①（姶良市／避難所VPP） 
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実証事業プラン①（姶良市／避難所VPP） 
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実証事業プラン①（姶良市／避難所VPP） 
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実証事業プラン①（姶良市／避難所VPP） 
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実証事業プラン①（姶良市／避難所VPP） 
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実証事業プラン①（姶良市／避難所VPP） 
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実証事業プラン①（姶良市／避難所VPP） 

（以上） 
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1.4.2 実証事業プラン②（枕崎市／地域MG） 

地域マイクログリッドの事業化に関する国の補助事業の申請書類における記載項目に沿って整理した。
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実証事業プラン②（枕崎市／地域MG） 
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実証事業プラン②（枕崎市／地域MG） 
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実証事業プラン②（枕崎市／地域MG） 
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実証事業プラン②（枕崎市／地域MG） 
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実証事業プラン②（枕崎市／地域MG） 
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実証事業プラン②（枕崎市／地域MG） 
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実証事業プラン②（枕崎市／地域MG） 
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実証事業プラン②（枕崎市／地域MG） 



87 

実証事業プラン②（枕崎市／地域MG） 
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実証事業プラン②（枕崎市／地域MG） 
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実証事業プラン②（枕崎市／地域MG） 
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実証事業プラン②（枕崎市／地域MG） 
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実証事業プラン②（枕崎市／地域MG） 
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実証事業プラン②（枕崎市／地域MG） 

（以上） 
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2. 「エネルギーをシェアするまちづくり」事業化検討会議の運営 

運営計画の立案

（1）開催目的

開催目的は、仕様書を踏まえ、「鹿児島県が普及を目指す「エネルギーをシェアするまちづくり」の実証
事業化に向け、基本的な考え方や事業化方策に関して、検討・助言を行う」こととした。 

（2）メンバー構成

メンバー構成は、仕様書に記される学識経験者，市町村職員，事業者（実証事業の主体となりうる
地域新電力など）とした。学識経験者のうち 2 名と事業者 2 名の計 4 名は、昨年度の有識者検討会
からの継続メンバーである。 

表 2-1 メンバー構成 

区分 内容 備考 
学識経験者 京都大学大学院経済学研究科 

教授 
・電力システム改革に精通
・国の審議会委員を多数歴任 
・R1年度から継続して参加

鹿児島大学農学部 教授 ・県のエネルギー政策に精通 
・バイオマス利用の専門家
・R1年度から継続して参加

九州工業大学大学院工学研究院
教授 

・自治体のエネルギー政策に精通 
・電気電子工学の専門家 

市町村 姶良市 ・避難所 VPP モデルの検討自治
体 

枕崎市 ・地域MG モデルの検討自治体 
事業者 
（地域新電力など）

日本ガス株式会社 ・グループ内に地域新電力会社を
保有 
・R1年度から継続して参加

南国殖産株式会社 ・グループ内に地域新電力会社を
保有 
・R1年度から継続して参加

鹿児島県 企画部 エネルギー政策課 －
事務局 株式会社建設技術研究所 －



94 

（3）開催スケジュール

仕様書に記される 3回について、下表に示すスケジュールで開催した。 

表 2-2 開催スケジュール 

 開催日 開催場所 検討内容 
第 1回 2020 年

10月 30日 
鹿児島県庁 ・実証事業計画作成に向けた調査実施計画 

・VPP、地域MG に関する技術情報の提供 
第 2回 2020 年

12月 17日 
鹿児島県庁 ・調査・分析結果 

・実証事業計画のとりまとめ方針 
第 3回 2021 年

2月 5日 
鹿児島県庁 ・実証事業計画案 

・次年度の進め方
   ※全 3回を通じて web 会議形式を併用 

事業化検討会議の開催状況 



95 

事業化検討会議の運営 

2.2.1 第 1回検討会 

（1）開催概要

開催日時 2020 年 10 月 30 日（金） 15:00～17:00 
開催場所 鹿児島県庁 7階  7-企-1 会議室 
出席者 ■委員 

出席委員：5名 
オンライン出席委員：2名 
＜同行者＞
4名 
■話題提供者 
全国規模の小売電気事業者 
■鹿児島県エネルギー政策課
廻課長、前迫技術補佐、船井係長、種子田主査
■建設技術研究所（事務局） 
柴田、林、梁田、池田

次第 １．開会 
２．挨拶（鹿児島県エネルギー政策課）
３．委員紹介 
４．事業化検討会議の進め方 
５．議題 
本年度の調査実施計画について

６．エネルギービジネスに関する話題提供 【オンライン発表】 
７．その他 
８．閉会 

配付資料 ・出席者名簿 
・【資料 1】 事業化検討会議の進め方 
・【資料 2】 調査実施計画 
・【資料 3】 エナリス提供資料：エネルギービジネスのパラダイムシフト（仮）
・参考資料１ 鹿児島県再生可能エネルギー導入ビジョン 2018（概要版） 
・参考資料２ エネルギーをシェアするまちづくり事業業務報告書（抜粋） 
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2.2.2 第 2回検討会 

（1）開催概要

開催日時 2020 年 12 月 17 日（木） 10:00～11:30 
開催場所 鹿児島県庁 7階  7-企-1 会議室 
出席者 ■委員 

出席委員：3名 
オンライン出席委員：4名 
＜同行者＞
6名（うち 3名はオンライン） 
■鹿児島県エネルギー政策課
廻課長、前迫技術補佐、船井係長、種子田主査
■建設技術研究所（事務局） 
柴田、林、梁田、池田

次第 １．開会 
２．議題 
調査結果報告ととりまとめの方向性の検討 
（1）避難所等公共施設間の VPP に関する実証事業（対象地域：姶

良市）
（2）木質バイオマス発電所を核とする地域マイクログリッド実証事業（対

象地域：枕崎市）
３．その他 
４．閉会 

配付資料 ・出席者名簿 
・【資料1】 「エネルギーをシェアするまちづくり」事業化検討会議（第１回）議事
要旨 
・【資料 2-1】 調査結果報告ととりまとめの方向性（対象地域：姶良市）
・【資料 2-2】 調査結果報告ととりまとめの方向性（対象地域：枕崎市）
・【参考資料 1】 再エネ電力調達スキームの整理資料
・【参考資料 2】 勉強会開催案内資料
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2.2.3 第 3回検討会 

（1）開催概要

開催日時 2021 年 2月 5日（金） 10:00～12:00 
開催場所 鹿児島県庁 7階  7-企-1 会議室 
出席者 ■委員 

出席委員：5名（うち 1名は代理）
オンライン出席委員：2名 
＜同行者＞
1名 
■鹿児島県エネルギー政策課
廻課長、前迫技術補佐、船井係長、種子田主査
■建設技術研究所（事務局） 
柴田※、梁田※、池田※、宮園、知念

次第 １．開会 
２．議題 
実証事業プランと次年度以降の進め方の検討
（1）避難所等公共施設間の VPP に関する実証事業（対象地域：姶

良市）
（2）木質バイオマス発電所を核とする地域マイクログリッド実証事業（対

象地域：枕崎市）
３．その他 
４．閉会 

配付資料 ・出席者名簿 
・【資料1】 「エネルギーをシェアするまちづくり」事業化検討会議（第2回）議事
要旨 
・【資料 2-1】 実証事業プラン（素案）（対象地域：姶良市）
・【資料 2-2】 実証事業プラン（素案）（対象地域：枕崎市）
・【参考資料 1】 市町村向け勉強会の開催結果 
・【参考資料 2】 鹿児島県内小売電気事業者 一覧 
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3. 「エネルギーをシェアするまちづくり」概略モデル及び実証モデルの周知

運営計画の立案

「エネルギーをシェアするまちづくり」の実践段階の主役は，市町村や電気事業関連の事業者となる。県内
の全ての市町村及びエネルギー事業者を対象に，本事業の検討成果に係る説明及び意見交換のための勉
強会を開催した。 
開催計画は表 3-1、表 3-2 のとおりである。 

表 3-1 市町村向け勉強会の開催計画 

開催目的 概略モデルの検討内容に関する周知
参加呼びかけ対象者 県内の全市町村（19市、20 町、4村） 

※県から市町村エネルギー担当宛にメールにて案内 
開催時期 2020 年 12 月頃 

※次年度以降の取組への反映のため遅くとも年内に開催
開催方法 会場での開催 
勉強会の内容 ・【R1 事業成果】 「概略モデル」の検討方法と成果

・事例発表（エネルギー事業者）
・事例発表（市町村）
・意見交換

運営上の留意事項 ・離島の市町村など出席が叶わない市町村のため，勉強会の配信また
は収録動画の配付を行う。
・市町村への周知をさらに強化するため，「概略モデル」啓発用資料の作
成を行う。
・勉強会開催にあたっては，新型コロナ感染症対策に努める。 

表 3-2 エネルギー事業者向け勉強会の開催計画 

開催目的 概略モデル及び実証モデルの検討内容に関する周知
参加呼びかけ対象者 県内の小売電気事業者（12事業者） 

※概略モデルの主な担い手である小売電気事業者を対象に設定
開催時期 2021 年 3月頃 

※事業化検討会議における実証モデルの検討スケジュールを勘案 
開催方法 オンラインでの開催 
勉強会の内容 ・【R1 事業成果】 「概略モデル」の検討方法と成果

・【R2 事業成果】 「実証モデル」の検討方法と成果 
・意見交換

運営上の留意事項 ・実証モデルの検討自治体の匿名性を保つ。
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勉強会の開催・運営 

3.2.1 市町村向け勉強会の開催結果 

開催日時 令和 2（2020）年 12月 17日（木） 15：00～17：00 
開催場所 ホテル ウェルビュー かごしま 2 階洋大会議室 潮騒ホール 
参加市町 13市町（市町職員17名） 

※出席者は参考資料に掲載
内容 １．エネルギーをシェアするまちづくり事業の概要と今後の方向性について 

２．県内先進事例紹介
①「エネルギーをシェアするまちづくり」先進事例紹介（講演）
テーマ：「日置市におけるコンパクトネットワーク構築事業と今後の方向性につい

て」 
講師：ひおき地域エネルギー株式会社 代表取締役 小平 竜平氏
②県内市町村の話題提供 
テーマ：「長島町で再生可能エネルギー新技術開発」
発表者：長島町地方創生課 課長補佐 町口 真浩 氏 

配付資料 【資料 1】 エネルギーをシェアするまちづくり事業の概要と今後の方向性について 
【資料 2】 日置市におけるコンパクトネットワーク構築事業と今後の方向性について 
【資料 3】 長島町における再生可能エネルギー新技術開発
【リーフレット】鹿児島県エネルギーをシェアするまちづくり事業

備考 ・参加者アンケートを実施 
・希望する市町に対し、収録動画を配付 
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＜会場様子 1＞ ＜会場様子 2＞ 

＜小平氏による講演＞ ＜町口氏による事例発表＞ 
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来場者アンケート結果 

問：第 1部「エネルギーをシェアするまちづくり事業の概要と今後の方向性について」はいかがでしたか。該当す
るもの１つを選択してください。（11 件の回答） 

問：第 2部「県内事例紹介」における「「エネルギーをシェアするまちづくり」先進事例紹介（講演）」の内容は
いかがでしたか、該当するもの１つを選択してください。（11 件の回答） 

問：あなたの自治体では、「エネルギーをシェアするまちづくり」に関係する公共側の取組または民間事業者の取
組がありますか。該当するもの１つを選択してください。（11 件の回答） 

勉強会に対する主なご意見
・専門用語が多かったので、初めて聞く市町村の担当者には理解が難しいところがあったと思います。
・用語の解説を説明するか、用語集を参考資料として配布した方が良かったと思います。
・実証事業後の事業化と他地域への横展開ができれば鹿児島県が目指す姿になっていくと思います。
・モデルの構築にあたっては、それなりのイニシャルコストが発生するため、補助金の活用や民間事業者との連
携などは重要であると考えています。 
・既に提示された９つのモデルのうち、本市に見合った取り組みがどれであるのか検討し、市内の各関係者へ
の啓発材料とさせていただきたく思います。
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3.2.2 エネルギー事業者向け勉強会の開催結果 

開催日時 令和 3（2021）年 3月 8日（木） 13:30～14:30 
開催方法 オンライン会議 
参加事業者 5事業者 

※出席者は参考資料に掲載
内容 １．「エネルギーをシェアするまちづくり」調査事業の概要 

２．「エネルギーをシェアするまちづくり」調査事業の成果報告 
  ① 概略モデルについて（令和元年度調査成果）
  ② 実証モデルについて（令和2年度調査成果）
3．全体意見交換

送付資料 【資料 1】 「エネルギーをシェアするまちづくり」調査事業の概要 
【資料 2】 「エネルギーをシェアするまちづくり」概略モデル
【資料 3】 「エネルギーをシェアするまちづくり」実証モデル 
【リーフレット】鹿児島県エネルギーをシェアするまちづくり事業

備考 ・参加者アンケートを実施 

＜WEB勉強会の実施状況＞ 
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4. まとめ 

本業務の成果 

本年度は県内２市（姶良市、枕崎市）において、「エネルギーをシェアするまちづくり」に関する概略モデル
を 2 つ（避難所 VPP モデル、地域MG モデル）を選定し、それぞれ実証モデルの検討と実証事業計画の作
成を行った。
検討にあたっては、学識経験者、市町村職員及びエネルギー事業者から構成される事業化検討会議を３
回開催し、実証事業の具現化に向けた意見や助言を聴取した。 
また、「エネルギーをシェアするまちづくり」の周知のため、市町村及び県内のエネルギー事業者を対象に勉強
会を開催し、概略モデル（令和元年度成果）及び実証モデル（本年度成果）の内容説明及び意見交換
を行った。
作成した実証事業計画書の要点は次のとおりである。 

表 4-1 実証事業計画書の要点 

姶良市／避難所VPP 枕崎市／地域MG 
Who 
（誰が） 

小売電気事業者 
・小売電気事業者は姶良市が実証委
託公募を経て選定 
・小売電気事業者は必要に応じて PPA
事業者やリソースアグリゲータ等と連携 

自治体新電力を中核とするコンソーシアム 
・自治体新電力は枕崎市や市内企業
の出資により設立予定
・将来的には配電事業ライセンスを取得
し MG事業を実施する想定 
・コンソーシアムは一般送配電事業者、
発電事業者及び枕崎市から構成 

Whom 
（誰に） 

姶良市 非常時に電力を必要とする施設（避難所
等） 

When 
（いつ） 

数年内の実証実施を想定（実証期間は
2年程度）

自治体新電力の小売事業が収益化に乗
る段階（フェーズ 2）以降

Where 
（どこで） 

太陽光発電の自家消費率をできるだけ
高められる電力需要特性を持つ下記 3
施設 
・姶良公民館
・中央図書館 
・姶良小学校

対象エリ アは 、市役所から東に約
5.2km の位置にある別府地区を中心と
する南北2.5km×東西1.2kmの範囲

対象施設は、枕崎市が避難所に指定す
る3施設（別府中学校、別府センター、
別府小学校）と枕崎ヘリポートの管理
事務所の計 4施設 

What 
（何を） 

オンサイト型再エネ電力供給及び VPP を
含むエネマネの包括サービス（15 年間）
の事業化可能性 

系統線を活用した地域 MG の構築・運用
及び実施体制の整備に向けた社会実証 
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姶良市／避難所VPP 枕崎市／地域MG 
Why 
（なぜ） 

再エネ発電設備の実運用のもとで、姶良
市側のメリット及びエネルギー事業者側のメ
リットが両立する単価条件等を明らかにす
るため 

災害に強いまちづくりを進めるにあたり、停
電時も安定して発電が可能な木質バイオ
マス発電がどのように貢献できるかを明らか
にする必要があるため 

How 
（どのように）

時間単位の電力計測データをもとに、太
陽光発電量の有効利用率などの指標を
算出し効率性を評価

直営整備とエネルギーサービスを比較し、
ビジネスモデルの成立可能性や採算性を
評価 

【平常時】需要家は系統から電力供給
を受け、木質バイオマス発電施設は FIT
売電を行う（自治体新電力へのFIT特
定卸供給） 

【非常時】所定の発動手順に沿って、開
閉操作により地域 MG を系統から解列
し、木質バイオマス発電及び蓄電池
（EV による自走給電を含む）による電
力自立を図る

How many 
（どのくらい） 

3 施設の電力消費量は計 463MWh/
年

3 施設に計 250kW の太陽光発電と
260kWh の蓄電池を導入 

電力データを入手した 3 施設（別府中
学校、別府センター、別府小学校）の
平常時の最大電力は100kW程度と想
定 

非常時、木質バイオマス発電は需要にあ
わせた低負荷運転を行えば燃料消費の
延命が可能で、場内備蓄分によって最
大 8日程度の連続運転に期待

How much 
（いくらで） 

3 施設の現状の電力支払額は約 1 千
万円/年

コストシミュレーションの結果、再エネ電力
の単価が 20～28 円/kWh であれば、
姶良市側がメリット享受しつつエネルギー
サービス事業が適正な粗利を確保できる
見通し

地域 MG の構築費用を見積もると約 7
千万円は必要設備分として最低限必要
（MG 運用の EMS 開発費は含んでい
ない） ※1/3～2/3 補助を活用可 

別府中学校に導入する蓄電池の平常
時運用により、年間電気代の約 7 割の
削減が可能と試算 
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今後の調査課題 

本調査事業の推進において、特に市町村からは検討対象自治体の拡大や、検討開始から事業化に至る
までの複数年に亘る一気通貫型の継続的な支援など、県による支援の拡大を望む声が多く聞かれた。エネル
ギー事業者からは、市町村等の行政機関と連携する場の創出をはじめとするエネルギー施策の強化について
県に期待している状況が確認された。 
今後は、以下に挙げる調査課題例をはじめとして、概略モデルの具現化及び「エネルギーをシェアするまちづ
くり」の周知について継続的かつ発展的に取り組む必要がある。 

■次年度の調査課題（例）
 市町村のニーズが高い概略モデルに関する具体化検討の継続 
 市町村に対する継続的な事業化支援の充実 
 エネルギー事業に関係する県内事業者への支援及び連携促進 
 「エネルギーをシェアするまちづくり」に関する継続的な周知 




